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自己株式と交差分類 
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 簿記や会計学には，経済取引を記録する仕訳は

必要不可欠である。この仕訳であるが，言語学で

いう分類をおこなっていることになる。例えば，

バスに乗って出張に行った場合，バス代は，旅費

交通費に分類される。この分類だが，一つの経済

事象に一つの分類だけならば，問題ないだろう。

しかしながら，時に，資産に分類されたものが，

場合によって純資産に分類されることもある。そ

のような例として，自己株式がある。自己株式は，

かつては，資産として借方に記入されていた。し

かしながら，現在では，純資産の減少科目となっ

ている。 

 かように，1つの勘定科目が，純資産に分類さ

れたり，資産に分類されたり，また負債に分類さ

れたりすることを交差分類という。この交差分類

は，会計学上の多くの諸説を生んでいる。例えば，

繰延資産の創立費や開業費などは，営業外費用に

分類されるが，資産として計上しても良いことに

なっている。さすれば，繰延資産は，資産に分類

されたり，費用に分類されたり，すなわち，交差

分類していることになる。この交差分類が，時に，

論争を生じるのである。 

 多くの財務会計上の諸説や論争は，この分類に

おける交差分類に起因している場合が多い。 

 本稿では，このような交差分類の中で，「自己

株式」にフォーカスして，考察していくことにす

る。 

 

Ⅰ.自己株式の近年における改正経緯 

 会社法では、株主総会の決議によって以下の事

項を定め（会社法第156条）、分配可能額（会社法

第461条第2項）の範囲内で、株主との合意による

自己株式の取得ができることとされた1。 

 (1) 取得する株式の数（種類株式発行会社にあ

っては、株式の種類及び種類ごとの数） 

 (2) 株式を取得するのと引換えに交付する金銭

等（当該株式会社の株式等を除く。）の内

容及びその総額 

 (3) 株式を取得することができる期間（ただし、

1年を超えることができない。） 

 日本における自己株式の近年における歴史的背

景であるが，以前は，商法が「株式会社の貸借対

照表，損益計算書，営業報告書及び附属明細書に

関する規則」により自己株式を貸借対照表の資産

の部に記載すべきと定めていたため，実務的には

それに従った処理がおこなわれていた。一方，会

計上は資本の控除とする考えが多く，「商法と企

業会計原則との調整に関する意見書」（昭和26年9

月28日経済安定本部企業会計基準審議会中間報告）

においては資本の控除とする考えが述べられてお

り，自己株式に関する会計基準公表以前において

も連結財務諸表では資本の控除とされていた。ま

た，国際的な会計基準においても，一般的に資本

の控除とされている。2002（平成14）年公表の本

会計基準では，これらを勘案し，資本の控除とす

ることが適切であるとされ，2005（平成）17年改

正の本会計基準においても同様の考えによること

としている2。 

 自己株式については，かねてより資産として扱

う考えと資本の控除として扱う考えがあった。資

産として扱う考えは，自己株式を取得したのみで

は株式は失効しておらず，他の有価証券と同様に

換金性のある会社財産とみられることを主な論拠

とする。また，資本の控除として扱う考えは，自

己株式の取得は株主との間の資本取引であり，会
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社所有者に対する会社財産の払戻しの性格を有す

ることを主な論拠とする3。 

 自己株式を純資産の部の株主資本の控除とする

場合の会計処理は，取得原価で一括して株主資本

全体の控除項目とする方法以外に，株主資本の構

成要素に配分して直接減額する方法などが考えら

れてきた。後者の方法は，自己株式の取得を自己

株式の消却に類似する行為とする考えにもとづく

と思われるが，自己株式を取得したのみでは発行

済株式総数が減少するわけではなく，取得後の処

分もあり得る点に着目し，自己株式の保有は処分

又は消却までの暫定的な状態であると考え，取得

原価で一括して純資産の部の株主資本全体の控除

項目とする方法が適切であると考えている4 。 

 なお，自己株式の取得原価は，次のように定め

られている。自己株式の取得原価は、取得の対価

となる財（金銭以外の財産）の時価と取得した自

己株式の時価のうち、より高い信頼性をもって測

定可能な時価で算定する。なお、自己株式に市場

価格（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第

14号「金融商品会計に関する実務指針」第48項）

がある場合には、一般的に当該価格を用いて自己

株式の取得原価を算定することになる。また、取

得の対価となる財及び取得した自己株式に市場価

格がないこと等により公正な評価額を合理的に算

定することが困難と認められる場合には、移転さ

れた資産及び負債の適正な帳簿価額により自己株

式の取得原価を算定する。 

 取得の対価となる財又は取得した自己株式が市

場価格のある株式の場合、原則として、時価は当

該取引の合意日の時価により算定する。ただし、

当該時価と株式の受渡日の時価が大きく異ならな

い場合には、受渡日の時価によることができる。

なお、当該時価と株式の受渡日の時価が大きく異

ならない場合とは、その価格の差異から生ずる取

得原価の差額が、財務諸表に重要な影響を与えな

いと認められる場合をいう5。 

 また，自己株式の処分差額であるが, 企業会計

基準第1号 「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準」では次のように規定されている。 

 自己株式処分差額の表示科目名については、以

前、自己株式売却損益が用いられていた。しかし、

平成13年改正商法施行後は、自己株式の処分が売

却だけに限定されなくなったことから、正の自己

株式処分差額を自己株式処分差益とし、負の自己

株式処分差額を自己株式処分差損とする6。 

 まず、自己株式処分差益については、自己株式

の処分が新株の発行と同様の経済的実態を有する

点を考慮すると、その処分差額も株主からの払込

資本と同様の経済的実態を有すると考えられる。

よって、それを資本剰余金として会計処理するこ

とが適切である7。 

 他方、自己株式処分差損については、自己株式

の取得と処分を一連の取引とみた場合、純資産の

部の株主資本からの分配の性格を有すると考えら

れる。この分配については、払込資本の払戻しと

同様の性格を持つものとして、資本剰余金の額の

減少と考えるべきとの意見がある。また、株主に

対する会社財産の分配という点で利益配当と同様

の性格であると考え、利益剰余金の額の減少と考

えるべきとの意見もある8。自己株式の処分が新

株の発行と同様の経済的実態を有する点を考慮す

ると、利益剰余金の額を増減させるべきではなく、

処分差益と同じく処分差損についても、資本剰余

金の額の減少とすることが適切であると考えられ

る。資本剰余金の額を減少させる科目としては、

資本準備金からの減額が会社法上の制約を受ける

ため、その他資本剰余金からの減額が適切である9。 

 かように，現代の企業会計の中では，自己株式

は，資産とは考えられず，資本取引とみなされて

いる。しかしながら，それは，現代会計学の捉え

方であり，それが絶対的に真実であるとはいえな

い。本稿では，自己株式が，なぜ資産や資本のよ

うにみられるのか，また，場合によっては，負債

にもみなされる，そのしくみを一般意味論から明

らかにしていきたいと思う。 

 

Ⅱ.自己株式の資産説 

 これから，自己株式について諸説を述べていこ

う。まず，資産説であるが，代表的な説を以下明
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らかにしよう。 

（1）Hatfield教授の自己株式の資産説  

 Hatfield教授は，自己株式に関する議論は，取

得された株式が真の資産か否か，そして，もし資

産であるならば，自己株式は会計上表示する場合ど

のようにすべきかといった問題提起をしている10。 

 そして，Hatfield教授は，次のように述べてい

る。「もしその株式が減資目的で取得されたので

なく，またそれが消却されないときは，会計実務

は，自己株式が資産の中で表示されるべきことを

明確に正当化しており，また事実上そうすべきこ

とを要求している11」。 

（2）Montgomery教授の自己株式の資産説 

 Montgomery教授によると，株式が，全額払込で

発行され，そして購入あるいは贈与によって当該

株式の発行会社の金庫に返還された場合，その株

式は，自己株式としてよく知られており，また資

産として明示されるべきであるという。 

 自己株式は，多少とも価値のある財産を表わし，

また正式な手続で消却されない限り，発行済株式

の資本金から控除されない。 

 かように，Montgomery教授は，自己株式の資産

説を主張し，購入された自己株式は原価で，贈与

された自己株式は額面金額で表示されるべきであ

るとしている12。 

（3）Reiter教授の自己株式の資産説 

 Reiter教授は次のように述べている。「かつて

発行され，その後，会社によって再取得された資

本金（自己株）は，“自己株式”と呼ばれ正式に

消却されるまでは資産である13」。そしてReiter

教授は，自己株式資産説の立場から，自己株式取

得益について，次のように述べている。額面以下

で自己株式が再購入される場合，剰余金が生じる。

しかしながら，当該剰余金は自己株式が再売却さ

れるまで未稼得の剰余金と考えられる。したがっ

て，もし当該自己株式が再売却されないのであれ

ば，偶発利益が帳簿上で継続して残留することに

なるが，それは配当のためには利用不可能である。

そして，減資の場合あ，取消された株式が再取得

されたさいの割引額は真の剰余金となる。株式購

入から生じた剰余金（自己株式取得益）はそれが

再売却されるか，または減資がおこなわれるまで

は，配当可能なものとして考えるべきではない14。 

 

Ⅲ.自己株式の資本取引説 

 次に，自己株式について資本取引説であるが，

代表的な説を以下明らかにしよう。 

（1）資本減少説 

①Pinkerton教授の自己株式の資本減少説 

 Pinkerton教授は，次のように述べている。減

資差益は，もし株式が額面以下で減資されたとき，

社外にある資本金の減少分の額面価額と株式保有

者に支払われた金額との差額分は払込剰余金を構

成するものである15。また，減資差損については，

すなわち，社外資本金の減少した額面価額と保有

者に支払われた金額-支払われた金額が額面以上

であるとき-との差額は，払込剰余金に対して適

当にチャージされるかもしれないし，あるいはチ

ャージされないかもしれない。もし未分配の利益

剰余金が存在するとき，プレミアムの支払はまさ

にその利益剰余金の準配当であって，利益剰余金

にチャージされるべきである。もし利益剰余金が

存在しないとき，そのプレミアムは，払込剰余金

-たとえ払込剰余金が借方残となっても-にチャー

ジされる。もし利益剰余金があっても不足すると

き，その不足分は利益剰余金にチャージされるで

あろうと述べている16。 

 そして，Pinkerton教授は，自己株式売却損益

について，次のように述べている。例えば，額面

15,000ドルの株式を10,000ドルで購入したとき，

借方は自己株式15,000ドルとなり，貸方は現金

10,000ドルと自己株式偶発利益5,000ドルとなる。

その後，10,000ドルで売却されたとき，借方は現

金10,000ドルと株式偶発利益5,000ドルとなり，

貸方は自己株式15,000ドルとなる。また，15,000

ドルで自己株式が売却されたとき，借方は現金

15,000ドルと株式偶発利益5,000ドルとなり，貸

方は自己株式15,000ドルと払込剰余金5,000ドル

となる。さらに，もし，9,000ドルで自己株式が

売却されるとき，借方は現金9,000ドル，株式偶
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発利益5,000ドルおよび払込剰余金1,000ドルとな

り，貸方は自己株式15,000ドルとなる。そして，

もし額面15,000ドルの株式が20,000ドルで購入さ

れたとき，借方は自己株式は15,000ドルと剰余金

5,000ドルとなり，貸方は現金20,000ドルとなる。

その後に，その自己株式を再売却すれば，その状

況に応じて（額面売却，額面以下売却，額面以上

売却）剰余金は増減することになる17。 

 かくて，自己株式の売却損益は，すべて払込剰

余金に付加もしくはチャージされ，額面主義が貫

徹されていることになる。 

②Wildman教授とPowell教授の自己株式の資本減

少説 

 Wildman教授とPowell教授は，次のように述べ

ている。「自己株式の議論を要約するにさいして，

自己株式は，通常，資産の中で表示されていると

いうことが主張されている。健全に論証するもの

は，自己株式は，資本金からの控除として貸借対

照表の貸方でより適切に表示されるという結論に

達しなければならないと思われる18」。したがっ

て，自己株式売却益は利益とはならない19。 

③Paton教授の自己株式資本減少説 

 Paton教授は，次のように述べている。「取得株

式（自己株式）はそれがいかに呼ばれあるいは記

述されようとも，未発行株式と比較して主要な異

なった特徴をもっていない20」。すなわち，「“自

己”株式は未発行株式と同様に投票権・・・（中

略）・・・配当請求権，残余財産請求権をもたな

い21」ので，自己株式と未発行株式との同質性を

Paton教授は主張する。ゆえに，自己株式は未発

行株と同様に，「企業資産として決して正しく解

釈し得ない22」ことになる。「正しい手続（自己

株式を取得して売却した場合）は，取得取引の記

録をただちに完了させるか，またはおそくとも当

期の会計年度末までに完了させ，そして引退株主

へ支払った金額と，自己株式を別の・・・（中

略）・・・投資家に対してその後発行したさいに

受領した金額とを関連づるべきではない。2つの

取引は全く区別されまた勘定や財務諸表において

そのように取扱われるべきである23」。 

 Paton教授は，かくて，自己株式の資本減少説

を支持することから，自己株式に対する配当を利

益とすることも批判している24。 

（2）Payne氏の自己株式の利益剰余金控除説 

 Payne氏は，資産説と資本減少説とをMichigan

とDelaware会社法の規定に適合しないことを理由

に次のように述べている25。自己株式の購入によ

り資本金が減損される場合に，自己株式を購入し

てはならないとするならば，貸借対照表はそのよ

うな減損が存在するか否かを明瞭に表示すべきで

ある。表示のための最良の方法は，自己株式の原

価を剰余金勘定から控除することである。減損は

剰余金の不足額を通じてディスクロージャーされ

るし，また減損が存在しないならば，剰余金残高

が配当可能金額を示す26。 

（3）折衷説 

①Marple教授の自己株式の折衷説 

 Marple教授は，次のように述べている。「自己

株式の購入は，購入価格が資本金へのチャージ額

をこえる場合，引退株主は，最初，拠出された資

本に加え蓄積利益についての彼の分け前分を引出

しうるという仮定のもとで，剰余金-購入価格が

最初に払込まれた拠出剰余金の払戻しを表わす額

まで資本剰余金へ，さらにその残高がある場合は

利益剰余金-に対してその差額をチャージするこ

とが論理的である27」。 

 これは資本減少説の立場を表明している。しか

しながら，剰余金控除説との調整をはかり以下の

ように述べている。 

 自己株式取引から生ずる会計問題としては，A，

自己株式の貸借対照表上の取扱いに関しての問題，

B，自己株式取得のための正しい会計処理に関し

た問題，C，自己株式の処分のための正しい会計

処理に関した問題がある28。 

 そして，Marple教授は，Aの自己株式の貸借対

照表上の取扱いに関して次のように述べている。

「1，企業が自己株式を資産として取扱うことは，

一般に正しくない。2，自己株式の取得を報告す

るさいは，会計士はその取引に関しての財務上の

効果と法律上の効果とを示すべきである。3，財
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務上の見地から，自己株式の購入は，企業による

株主に対しての資本の払戻し-したがって減資-を

表わす。4，大部分の州法にもとづいた法律上の

見地から，自己株式の購入は剰余金の適用ないし

は使用を表わす29」としている。かように，

Marple教授は，資産説を否定し30，資本減少説と

剰余金控除説との調整をおこなおうとするのであ

る。 

②Rankin教授の自己株式の折衷説 

 Rankin教授は，自己株式の法的性質を十分に認

識したうえで，以下のように述べている。「会計

士は，今日，自己株式は貸借対照表上で資産とし

て表示されるのではなく，株主持分の控除項目と

して表示されるべきであるということについて同

意している。したがって，自己株式の原価は『資

本金と剰余金の未分配の減少』項目として表示さ

れるべきである。また，自己株式購入のための剰

余金の使用に対する拘束額は，脚注等で表示され

るべきであるとしている31」。 

 Rankin教授は，「資本金と剰余金の未分配の減

少」という用語を用いる一方，米国会計学会であ

るAAAの公表物から引用して，純資産控除説（会

計上の学説）を主張し32，他面では，法的要求で

ある剰余金拘束説（財務上の制限）を主張してい

る。かように，Rankin教授の見解は，純資産控除

説と剰余金拘束説と折衷説と考えられる。かくて，

自己株式売買からは損益は生じないとしている33。 

 

Ⅳ.自己株式の負債説（Nair教授他の自己株式の

負債説） 

 次に，自己株式について負債説であるが，代表

的な説を以下明らかにしよう。 

 Nair教授他は，強制的償還優先株式に関する現

行の会計制度について次のように述べている。

「現在おこなわれている償還優先株式の会計は，

不完全で一貫性がない。SECに規制を受ける会社

のルールと，規制を受けない会社のルールとが併

存している。現在のSECのルールは，償還優先株

式が持分から除外され負債にも含まれないという

ノーマンズ・ランドをもたらしている。配当と早

期の償還コストに関して，貸借対照表上の処理と

損益計算上の処理は一貫性がない。株式は持分か

ら除外されるが，配当と早期の償還コストは留保

利益かあるいは払込資本に直接チャージされる。

最後に，発行体またはそのホルダーが，ともにコ

ントロール不能な活動と付随して償還がおこなわ

れるとき，償還優先株式会計のガイドラインは存

在しない34」。 

 Nair教授他は，かような批判をもとに，5つの

問題領域について次のように述べている。 

 第1の会計問題（貸借対照表上の表示）：まず， 

Nair教授他は，Sprouse教授及びMoonitz教授や

SFAC第6号の負債の定義を踏まえて35，負債を要

求される日あるいは特定日ないしは確立されうる

日において，自由裁量の余地のない将来の経済的

便益の犠牲であると定義し，この負債の定義を前

提として，優先株式の強制的償還権という特徴は

負債の要件を満たしているとしている。ゆえに，

強制的償還優先株式は，貸借対照表上でまず負債

として表示される36。 

 第2の会計の問題（配当金の処理）：これについ

ては，第1の問題における結論を前提として，も

し償還優先株式が負債として分類されるとき，そ

の配当は損益計算書における費用-財務費用-とし

て処理されるべきである。しかしながら，もし優

先株式が強制的償還という特徴を有さないか，ま

たは，負債としての他の特徴を有さない場合，配

当は持分の分配として処理されるべきである37。 

 第3会計の問題（早期償還損益の処理）：多くの

企業は，現在，早期の償還損益を留保利益または

払込資本の調整項目として処理している。しかし

ながら，かような処理は，多くの償還可能な優先

株式の基本的性質と整合しない。Nair教授他は，

負債の早期償還を類推することで，早期の償還に

関する損益は損益計算書上の異常損益項目として

処理されるべきであるとしている38。 

 第4の会計の問題（発行価格と償還価格との差

額の処理）：償還価格が変動しないとき，発行価

格と強制的償還価格との差額は，社債で処理され

る方法と同様に，負債の償還期間にわたって調整



駿河台大学論叢 第55号(2017) 

―150― 

して処理されるべきである39。 

 第5の会計の問題（未払配当金の処理）：負債と

して公開する40 。 

 かように，Nair教授他は，強制的償還優先株式

を負債として考えている。ある意味で，これは，

経済的実質を重視する立場である41。 

 この強制的償還優先株式を自己株式という側面

からみた場合，Nair教授他の見解から考えるなら

ば，この株式は，発行した段階で負債とみなされ

るのであるから，償還した段階では負債の減少と

考えられる。すなわち，強制的償還優先株式を自

己株式として取得した場合，負債の減少を意味す

ることになる。 

 

Ⅴ.一般意味論と交差分類 

 自己株式は，資産なのか，純資産の減少項目な

のか，それとも負債なのか。かように交差分類が

生じている背景には，一般意味論で述べられてい

る現実社会の認識に起因すると考えられる。 

 Korzybski教授は，以下に一般意味論を定義する。 

 「一般意味論は，普通の意味での『哲学』や

『心理学』や『論理学』ではない。一般意味論は

新しい『外在的な』学問であり，われわれの神経

系を最も有効に使うにはどうすればよいかを説明

し訓練するものである42」。 

 この一般意味論は，次の3つを前提としている。

（a）地図は現地ではない（非同一の原理）（b）

地図は現地のすべてではない（非総称の原理）（c）

地図は自己反射的である（自己反射の原理）。 

 先ず，（a）「地図は現地ではない」という「非

同一の原理」であるが，これは，「「光」と呼ばれ

るものを見るとき，何が起こるか考えてみよう。

まず，そこにはエネルギー（A）がある。それが

われわれの神経系に反応（B）をひき起こす。こ

の反応について，われわれはある感じ，象，評価

といったもの（C）をもつ。この感じ（C）は反応

（B）についてのもので，ここまでは非言語的，

暗黙的なものである。このあとわれわれは定式化

（D）を始める43」。 

 もし同一化の態度をとるならば，（D）は（A）

に等しいと考える。しかし，非同一の原理では，

（D）は（A）ではない。つまり，「話す内容」は「話

しているそのもの」ではないということになる44。 

 次に，地図は現地のすべてではないという「地

図は現地のすべてではない」という「非総称の原

理」であるが，「さらにわれわれが言語で言うこ

とは，どんなに詳細に語っても，語ろうとする現

地についてすべてを語りはしない。どんなに詳細に

（D）を組み立てても常に（A）の要素が残る45」。 

 最後に，「地図は自己反射的である」という

「自己反射の原理」であるが，「第三の前提は，

言語でもって言語について語ることができるとい

うことで，記号の用い方は自己反射的だというこ

とである46」。 

 この一般意味論の「意味論」という用語は，19

世紀末に，フランスの言語学者Bre'al教授によっ

て創出されたといわれている47。 

 現代における意味論の系統をみると，次の三つ

の流れがある。 

①言語学的意味論 

②哲学的意味論 

③一般意味論 

 このうち，①の言語学的意味論であるが，これ

は語義学ともよばれ，意味の歴史的な変遷につい

て通時的に研究していくものである48。また②の

哲学的意味論は，記号論理学と密接に結びついて

おり，言語の有意味であるための規則を述べるこ

とが研究されている49。 

 そして，③の一般意味論は，言語と思考と行動

との間の関係を研究するもので，これには二つの

流れがある。１つは，本書が採用しているもので，

哲学的意味論の影響のもとに，Korzybski教授に

よってとなえられたアメリカ派の応用意味論であ

り，他の１つは，Ogden教授およびRichards教授

によるイギリス派である50。 

 イギリス派は，「意味論」とは称していないが，

その著書『意味の意味』の中で次の図１のように

明らかにしている。 
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 この図1から明らかなように，底辺は点線にな

っている。これは，ことばと，ことばによって示

されているものとの間には直接のつながりは存在

せず，その回路はことばによって心の中によびお

こされ，ものをさす心的内容を経由していかなけ

ればならないことを表わしている51。 

 このことからわかるように，Korzybski教授の

一般意味論の「地図は現地ではない」という思考

は，Ogden教授およびRichards教授による考え

とこの点で同じ前提に立脚していると考えられ

る52 53。 

 この一般意味論の前提にもとづくと，一般に多

くの人々が2つの世界に住んでいることが明らか

になる。１つは，自分の経験で直接知り得る世界

で，これを「外在的世界」といい，感覚器官から

取入れた情報によって構成され，「エピソード記

憶」として記憶される。他の１つは，言語による

報告によって知り得た世界であり，「言語的世界」

といい，本や新聞そして有価証券報告書等から得

た知識はこれに当たることになる。 

 また，このような2つの世界に対応して，こと

ばの意味を記憶していくのであるが，意味には，

以下の2つの種類を想定することができる。 

①外在的意味：これは，外在的世界においてその

語が指し示している対象であり，一番確実な外

在的意味の伝え方は，聞き手を現地に連れて行

き，実物を指し示すことである。 

②内在的意味：これはその語を聞いた（知った）

時に頭の中に想起される内容で，言語で記述す

ることも可能である54。 

 企業の経営者が有価証券報告書等の財務諸表で

企業の利益を報告する場合，外部利害関係者であ

る投資者などは，内在的意味で当該企業の利益を

解釈することになる。 

 この内在的意味は，基本的には，その語を聞い

た（知った）時に，当事者が頭の中に想起される

内容である。したがって，たえば「犬」という語

に対して，「人間に最も忠実な動物」を想起する

者もいれば，「スパイ」と捉える人もいるだろう。

また，生物学の分類ならば，「食肉目，イヌ科の

哺乳類の動物」とすることが適切なように思われ

る。このように，内在的意味では，当事者に様々

な意味が想定される可能性があるのである。 

 また，一般意味論のこの3つの前提にもとづく

と，次の分類と名づけのような交差分類が生じる

のである。 

「（前略）・・・図には八個の物がある。これを動

物と見よう。四つは四角い頭をしており，さらに，

その分類とは別に，四つは巻いた尻尾を，四つは

真っ直ぐな尻尾をしている。これらの動物があな

たの村を走り廻っているとしよう。初めはあなた

にとって大して重要でもないのであなたはかれら

を無視していた。名をつけようともしなかった。

ところが，ある日，小さいほうがあなたの家の穀

物を食ってしまったことがわかる。大きいほうは，

そういうことはしなかった。そこで自然に区別さ

れるようになり，A・B・C・Dに共通の特性を抽象

して，あなたはそれらをゴーゴと呼び，E・F・

G・Hをギーギと呼ぶことにした。あなたはゴーゴ

は追いはらうが，ギーギーは放っておいた。けれ

ど，あなたの近所の人は別の経験をした。四角の

頭のは噛みつくが，丸いのは噛み付つかない。そ

こで，B・D・F・Hに共通の特性を抽象し，かれは

それをターバーと呼び，A・C・E・Gをトーボーと

呼んだ。ところが近所のもう一人が，巻いた尻尾

のは蛇を殺すが，真直ぐの尻尾のは殺さないこと

を発見した。そこでもう一つの共通の特性を抽象

して，A・B・E・Fをブーサー，C・D・G・Hをブー

サーナと呼んで区別した55」。 

図表1 ことばともののつながり 

出所：Ogden and Richards（1969，pp.10-12） 
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 ここで，名づけと分類のときに，対象となる動

物の特性をとらえて抽象化していることに注目す

べきである。この名づけと分類では交差分類が生

じている。そこで，田中教授にもとづき，交差分

類をより具体的に説明しよう。「例えば『日本，

太郎，少年，本』という四つの名詞があるとする。

いま，これを（i）固有名詞であるか普通名詞で

あるかという観点から分類すると，『固有名

詞・・・日本，太郎』と『普通名詞・・・少年，

本』という四つの名詞があるとする。これに対し

て，（ii）人間性名詞であるか非人間性名名詞で

あるかという観点から分類して見ると，『人間性

名詞・・・太郎，少年』と『非人間性名詞・・・

日本，本とに分類される。ここで『太郎』を例に

とると，それは固有名詞であるという点では『日

本』と同類であるが，人間性名詞であるという点

では，『日本』とは異なり，むしろ『少年』と同

類である56」。 

 この田中教授の例で，固有名詞と人間性名詞に

共通するものは，『太郎』になる。田中教授はさ

らに，次のようにこの交差分類を資産の区分基準

に当てはめて説明している。 

 図3は，二つの資産区分基準を表わしている。 

 

（1）流動性・固定性の区分基準 

   流動資産   ：現金（貨幣）    \10 

           商品（非貨幣）    20 

     固定資産   ：長期貸付金（貨幣）  30 

                     建物（非貨幣）    40 

（2）貨幣性・非貨幣性の区分基準 

   貨幣性資産  ：現金（流動）    \10 

           長期貸付金（固定）  30 

     非貨幣性資産 ：商品（流動）     20 

           建物（固定）         40 

 

図3 二つの資産区分基準 

  出所：田中（1995，p.90，図表2-24） 

 

 実は，財務会計理論の諸説の多くは，対象とな

る会計事象がどの分類に属するかを問うものが多

い。その場合，問題になるのは，その対象となる

会計事象の特性が複数の分類で交わっているので

ある。図表3で説明すると，現金は，流動資産の

分類に属し，そして，貨幣性資産の分類にも属す

るのである。この場合は，論争は生じないが，例

えば，自己株式のように，資産の分類に属するか，

純資産の分類に属するか，または負債の分類に属

するかといった場合には，背後にある会計理論が

異なり，対立することになる。 

 名づけや分類をおこなうさいに，重要になるの

は，対象のどの特性に着目するかである。

Hayakawa教授は，名づけでは，対象となる動物の

多くの特性の中から，注目すべき特性を選択し，

それにもとづいて，分類をしているのである。 

 自己株式の資産としての特性に着目するならば，

自己株式は「資産」に分類されるであろう。また，

自己株式の資本としての特性に注目するならば，

自己株式は「純資産」に分類されることになる。

また，自己株式の負債としての特性を捉えるなら

ば，自己株式は「負債」に分類されることになる。 

 

おわりに 

 

 本稿は，自己株式を題材に，それが資産なのか

それとも資本なのか，また，場合によっては負債

なのかを様々な説を通してみてきた。自己株式は，

資産，負債，資本といった分類では，多くの交差

分類を生じている特異な勘定科目といえよう。も

ちろん，かような勘定科目は，会計学上他にも存

在する。 

 かように交差分類が生じるのは，Korzybski教

授が提唱する一般意味論の仮定：（a）地図は現地

図表2 名づけと分類 

出所：Hayakawa（1978，p.201） 
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ではない（非同一の原理）（b）地図は現地のすべ

てではない（非総称の原理）（c）地図は自己反射

的である（自己反射の原理）から明らかになる。

それを具体的に表わしているのが，Hayakawa教授

の名づけと分類なのである。そして，一般意味論

を支持するか否かは別として，田中教授の交差分

類は，まさに，会計学で諸説が生じるその理由を

明らかにしている。 

 自己株式には，多くの特性があり，その特性が，

時に資産としての特徴を有しており，また別の特

性が資本としての特徴を有し，そして，時には負

債としての特性も有することになるのである。 

 そして，かような諸説からどの説を採用するか

は，多くは会計の目的に依拠することになる。  

 

 

 

                                 

 

1  企業会計基準第1号 「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」第29項。自己株式

は第29項に示した方法以外に、例えば以下の方法

によっても取得される（会社法第155条）が、取

得の方法によって会計処理を区別する理由はない

と考え、すべての自己株式の取得に同様の会計処

理を適用することが適切であると考えた。(1) 取

得条項付株式において条件の達成により取得する

場合(2) 譲渡制限株式の譲渡を承認せずに会社が

買い取る場合(3) 取得請求権付株式の取得請求に

応じる場合(4) 全部取得条項付種類株式を総会決

議に基づき取得する場合(5) 譲渡制限株式の相続

人等に売渡請求した場合(6) 単元未満株式の買取

請求に応じる場合(7) 他の会社の事業の全部を譲

り受ける場合において当該他の会社が有する当該

会社の株式を取得する場合(8) 合併後消滅する会

社から当該会社の株式を承継する場合(9) 吸収分

割をする会社から当該会社の株式を承継する場合

なお、自己株式の取得の対価が金銭以外の場合の

会計処理については、自己株式等会計適用指針に

 

 

おいて定めている。（企業会計基準第1号 「自己

株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」

第33項）。 

2 企業会計基準第1号「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」第31項。 

3 企業会計基準第1号「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」第30項。 

4  企業会計基準第1号「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」第32項。 

5 企業会計基準適用指針第2号「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」

第9項。 

6 企業会計基準第1号「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」第35項。   

7 企業会計基準第1号「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」第37項。 

8 企業会計基準第1号「自己株式及び準備金の額
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考えに負っていることはたしかである」（井上尚

美他，1974，pp.58-59）。船本教授は抽象過程が

単に認識対象だけでなく，認識主体にも依存する

ことを次のように明らかにしている。「・・・（前

略）・・・5分だけ，左手を左の10℃の水の入った

容器に，同時に右手を右の50℃の水の入った容器

につっ込んだ後，同時に中央の30℃の水の入った

容器に両手を入れたならば，中央の水は，これを

熱く感じるだろうか，あるいは冷たく感じるだろ

うか，そのどちらであろうか。もちろん，左手に

は熱く右手には冷たく感じるのは，当然のことで

ある。それでは，中央の水は熱いのであろうか冷
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語り手と語る内容との関係である。ところが，言

語を発明した人間は言語を使用する人間を忘れて
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